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※全項目入力必須

申請日 6 年 10 月 28 日

申請区分
※平成15年度以降に佐賀県の入札参加資格を取得したことがある場合は「更新申請」を選択

委任先区分

業者コード −

商号又は名称

商号又は名称 フリガナ ※法人種別（「カブシキガイシャ」等）を除く

※「代表取締役」等

姓 名

主たる営業所の所在地

※「佐賀支店長」等

姓 名

委任先郵便番号 −

本店都道府県コード

委任先市区町村コード ※上5桁 ※区まで住所がある場合は、「〇〇市□□区」までのコードで記入

委任先所在地1 ※市区町村コードから自動入力されます

委任先所在地2
（所在地1以降） ※「大字」は記入不要です。

※「丁目」「番地」「番」「号」での記入ではなく、「-」に書き換えて記入。（例：1丁目2番3号 → 1-2-3）

委任先電話番号

委任先メールアドレス ※50文字まで

佐賀県内における営業所および事業所の設置状況

県内の営業所等の有無

※県内に営業所を有する場合は下欄にもご記入ください。
営業所等に勤務する人数 人 ※恒常的に雇用されている社員および常勤役員等の数

（内訳）県内に住民票を有する人数 人

県外に住民票を有する人数 人

更新申請

kensetsu-gijutsu@pref.saga.lg.jp

博多駅南9-99-999オフィスビル博多駅南2階

隅田川

佐賀県建設工事等入札参加資格審査申請書（県外建設関連業）
基本情報入力シート

令和

基本情報

50 123456

申請者

受任者氏名 福岡 なかす

888 8888

40132

福岡県福岡市博多区

0952-25-7168

支店等に委任

代表者職名

代表者氏名

委任先の支店等名

13

※新規申請の場合は記載不要。
※過去の入札参加資格決定通知に記載されているもの。不明な場合は空白可。

シン・ニッポンイチコンサルタント

最高経営責任者

はなび

東京都千代田区千代田1-1

九州支店

新・日本一コンサルタント株式会社

受任者職名 支店長

5

3

有

2

このシートは

提出不要です。

支店等に委任しない場合は主たる営業所

の所在地を記入してください。

委任先区分を「委任しない」とするか

「支店等に委任」とするかで表記が変

わります。表示されている内容を記入

してください。

支店等に委任しない場合は

記入不要です。

佐賀県内に営業所があるが委任

はしない、という場合も記入し

てください。

mailto:kensetsu-gijutsu@pref.saga.lg.jp


所属 ※「営業部」「総務課」等

担当者氏名 姓 名

連絡先電話番号

希望業種の「希望」欄に○をつけてください。

◆測量業務（1部門） ◆建築関係建設コンサルタント業務（2部門）
希望 希望

○

◆土木関係建設コンサルタント業務（21部門）
希望 希望 希望

○

○

◆地質調査業務（1部門） ◆補償関係コンサルタント業務（7部門）
希望 希望 希望

◆環境調査業務及びその他の業務（1部門）
希望

○ ※20文字までその他

測量一般

地質調査

業種

環境調査

業種

河川、砂防及び海岸・海洋

港湾及び空港

建築関係コンサルタント

業種

建築士事務所

大濠

入札参加を希望する部門

業種

ももち

書類作成担当者

※行政書士が申請する場合は、「所属」欄に
行政書士事務所名を明記してください。0952-25-7102

営業部第一特務課

業種 業種

都市計画及び地方計画

地質

土質及び基礎

電力土木

道路

鉄道

上水道及び工業用水道

下水道

農業土木

森林土木

水産土木

造園

物件 補償関連

機械工作物

業種

鋼構造及びコンクリート

トンネル

施工計画、施工設備及び積算

建設環境

機械

電気電子

廃棄物

計量証明（騒音・振動）※具体的な業種名：

業種 業種

土地調査 営業補償・特殊補償

土地評価 事業損失

佐賀県との契約権限を支店・営業所等に委任する場

合、委任先の支店・営業所等においても、測量法の

規定により常勤かつ専任で配置することができる測

量士等が在籍している必要があります。
建築士事務所を申請する場合で、

佐賀県との契約権限を支店・営業

所等に委任する場合、委任先の支

店・営業所等が、その所在地を管

轄する都道府県に対して、建築士

事務所登録を行っている必要があ

ります。

建設コンサルタント規程に基づく登録を行っている部

門のみ申請することができます。

※ただし、県との契約権限を委任している支店・営業

所について、国に届出を行っている必要があります。

その他業務を申請する場合、希望欄に○をつけ、

右欄に具体的な業種名を記載してください。

（例）計量証明（騒音・振動）、交通量調査、路面清掃、

文化財調査、航空写真・空中写真撮影 など

各規程に基づく登録を行っている部門のみ申請するこ

とができます。

※ただし、県との契約権限を委任している支店・営業

所について、国に届出を行っている必要があります。
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商号又は名称
代表者職・氏名
書類作成担当者

✔

4

5

7

9

10

11

12

13

提出書類チェックシート【県外建設関連業】

新・日本一コンサルタント株式会社
最高経営責任者 隅田川 はなび
営業部第一特務課 大濠 ももち

提出書類 備考
佐賀県建設工事等入札参加資格審査申請書（県外建設関連業） [様式4] 【必須】必ず両面印刷
申請書受付票（持参時のみ）
出資状況等に関する調査票 【必須】

3
消費税等に未納がないことの証明書（写し可）
納税の猶予許可通知書（写し）

 【どちらか必須】

誓約書 【必須】

令和６年度入札参加資格決定通知書の写し

2
佐賀県税に未納がないことの証明書（3か月以内のもの）（原本）
徴収猶予許可通知書（写し）

令和５・６年度入札参加資格決定通知書の写し
1

 【どちらか必須】

委任状（支店等） 支店等に委任する場合

6

登録（更新）通知または登録証明書等（写し）
測量
建築士事務所
建設コンサルタント

委任状（行政書士） 行政書士に委任する場合

8

現況報告書の写し
建設コンサルタント
地質調査
補償コンサルタント

法人の登記事項証明書または代表者の身分証明書（3か月以内のもの）（原本）

直近の健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し

技術者経歴書 [整理番号11] 国の登録がない部門

実績調書 [整理番号12] 国の登録がない部門

測量士名簿記載事項証明書（3か月以内のもの）（原本） 営業所配置要1名分

地質調査
補償コンサルタント

測量法第55条の8第1項および第2項の規定に基づく書類の写し

14
登録または指定等を受けていることを証するものの写し 環境、その他
計量証明事業登録証等、調査分析できる物質について確認できるもの 計量証明のみ

提出する書類に

チェックしてください
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令和６年１０月２８日
佐賀県知事  様

申請者 （書類作成担当者）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

4 2 ５ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ 1

16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82 84

新 ・ 日 本 一 コ ン サ ル タ ン ト 株 式 会 社
86 88 90 92 94 96 98 100 102 104 106 108 110 112 114 116 118 120 122 124

シ ン ニ ツ ホ

126 128 130 132 134 136 138 140 142 144 146 148 150 152 154 156 158 160 162 164 166 168 170 172 174 176 178 180 182 184 186 188 190 192 194

九 州 支 店
196 198 200 202 204 206 208 210 212 214 216 218 220 222 224

226 228 230 232 234 236 238 240 242 244 246 248 250 252 254 256 258 260 262 264

福 岡   な か す 〔職名：支店長〕

266 267 268 269 270 271 272 273 274 275 276 277 278 279 280

８ ８ ８ − ８ ８ ８ ８ １ ３ ４ ０ １ ３ ２ 〔福岡県福岡市博多区〕

281 283 285 287 289 291 293 295 297 299 301 303 305 307 309 311 313 315 317 319 321 323 325 327 329 331 333 335 337 339 341 343 345 347 349

博 多 駅 南 ９ − ９ ９ − ９ ９ ９ オ フ ィ ス ビ ル 博 多 駅 南 ２ 階

351 352 353 354 355 356 357 358 359 360 361 362 363 364

０ ９ ５ ２ − ２ ５ − ７ １ ６ ８

受任者氏名

主たる営業所の所在地
商号又は名称

支店等名

佐賀県建設工事等入札参加資格審査申請書（県外建設関連業）

 令和７・８年度において、佐賀県が発注する建設関連業の競争入札に参加する資格の審査を申請します。
 この申請書及び添付書類の記載事項については事実と相違ないことを誓約します。なお、申請書及び添付書類に虚偽その他の不正の記載があったときには、佐賀県建設工事等入札参加資格の審査等に関す
る規則第6条の規定により、入札参加資格の決定を行われず、または既に行った決定を取り消されても、異論はありません。
 また、公正で透明な競争を実現するため、事業活動において法令に違反する談合等の行為と決別し、すべての役員及び社員がコンプライアンスを徹底することを宣言します。

カード番号

商号又は名称

商号索引

営業部第一特務課
大濠 ももち
0952-25-7102

東京都千代田区千代田1-1 所属
氏名
連絡先

委任先区分

本店の都道府県コード

新・日本一コンサルタント株式会社
最高経営責任者 隅田川 はなび

受付番号

郵便番号

所在地

業者コード

市区町村コード

代表者職・氏名

申請区分

電話番号

記入不要です。

入力シートの「委任先区分」を「委任し

ない」にすると、代表者の情報に切り替

わります。

この様式には入力シートに記載した内容が自動反映されますが、

内容に誤りがないかどうか念のためご確認ください。



365 366 367 368 369 370 371 372 373 374 375 376 377 378 379 380 381 382 383 384 385 386 387 388 389 390 391 392 393 394 395 396 397 398 399

ｋ ｅ ｎ ｓ ｅ ｔ ｓ ｕ − ｇ ｉ ｊ ｕ ｔ ｓ ｕ ＠ ｐ ｒ ｅ ｆ ． ｓ ａ ｇ ａ ． ｌ ｇ ． ｊ ｐ
400 401 402 403 404 405 406 407 408 409 410 411 412 413 414

415 416 417 418 419 420 421 422 423 424

1 ５ ３ ２

希望 コード 登録 希望 コード 登録 希望 コード 登録
425 428 430 433 435 438

○ 101 1 201 1 202 0

希望 コード 登録 希望 コード 登録 希望 コード 登録 希望 コード 登録 希望 コード 登録
440 443 465 468 485 488 505 508 525 528

○ 301 1 306 1 310 1 314 1 318 1
445 448 470 473 490 493 510 513 530 533

○ 302 1 307 1 311 1 315 1 319 1
450 453 475 478 495 498 515 518 535 538

303 1 308 1 312 1 316 1 320 1
455 458 480 483 500 503 520 523 540 543

304 1 309 1 313 1 317 1 321 1
460 463

305 1

希望 コード 登録 希望 コード 登録 希望 コード 登録 希望 コード 登録 希望 コード 登録
545 548 550 553 560 563 570 573 580 583

401 1 501 1 503 1 505 1 507 1
555 558 565 568 575 578

502 1 504 1 506 1

希望 コード 登録
585 588

601 0
590 593 595 597 599 601 603 605 607 609 611 613 615 617 619 621 623 625 627 629 631 633

○ 602 0 計 量 証 明 （ 騒 音 ・ 振 動 ）その他

環境調査業務及びその他の業務（1部門）
部門

環境調査

電力土木

道路

鉄道

部門

地質調査

上水道及び
工業用水道

農業土木

森林土木

事業損失土地評価 機械工作物

土地調査

部門 部門 部門

物件 営業補償・特殊補償

下水道

補償関係コンサルタント業務（7部門）

電気電子

廃棄物

地質調査業務（1部門）

土木関係建設コンサルタント業務（21部門）

都市計画及び
地方計画

地質

土質及び基礎

部門

鋼構造及び
コンクリート

河川、砂防及び
海岸・海洋

港湾及び空港

部門

水産土木

佐賀県外に住民票を有する者

トンネル

施工計画、施工
設備及び積算

建設環境

機械

部門

造園

補償関連

部門

部門

佐賀県内の営業所の有無

部門

入札参加を希望する部門

部門
建築関係建設コンサルタント業務（2部門）

建築関係
コンサルタント建築士事務所測量一般

部門

※具体的な業種名

測量業務（1部門）

メールアドレス

部門

佐賀県内の営業所に勤務する者 佐賀県内に住民票を有する者

申請部門（希望欄に○を付けている

部門）のみコードが表示されます。
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受付印

申請者

所在地

商号又は名称

代表者職・氏名

（令和７・８年度）

佐賀県建設工事等入札参加資格申請書（建設関連業）を下記のとおり受け付けました。

申請書受付票

東京都千代田区千代田1-1

最高経営責任者 隅田川 はなび

新・日本一コンサルタント株式会社

※この受付票は、申請書を持参する場合のみご提出ください。
郵送の場合は提出不要です。
（郵送の場合、提出いただいても返送はしません。）



申請者 令和６年１０月２８日

５０−１２３４５６

新・日本一コンサルタント株式会社

最高経営責任者 隅田川 はなび

 会社名1： なし

 会社名2：

 会社名3：

 国名：

1. 日本国籍会社

（※）他の会社を支配している場合とは、法人税法施行令第4条第3項に該当する場合とする。
  ・当該他の会社の50％を超える株式、出資金額又は議決権を有している場合
  ・当該他の会社の50％を超える株主等（合名会社、合資会社又は合同会社の社員（当該他の会社が業務を執行する社員を定めた場合にあっては、
    業務を執行する社員）に限る。）を有している場合

2. 一方の会社の役員の配偶者及び親子関係にある者が、現に他の会社の役員の職にある場合

【記入要領】
 1. 同族会社が日本国籍の場合は、会社名を記入する。
 2. 同族会社が外国籍の場合は、国名を記入する。
 3. 日本国籍会社と外国籍会社の両方がある場合は、1と2を両方記入する。

1. 株主等の一人（個人である株主等については、その1人及び次の①から⑤に掲げる者）が他の会社を支配している
 場合（※）における当該他の会社
 ① 株主等の親族（六親等内の血族、三親等内の姻族及び配偶者）
 ② 株主等の内縁の配偶者
 ③ 個人である株主等の使用人
 ④ 前①から③に掲げる者以外の者で株主等から受ける金銭等で生計を維持している者
 ⑤ 前②から④に掲げる者と生計を一にする親族

2. 株主等の1人及び前号に規定する会社が他の会社を支配している場合における当該他の会社

3. 株主等の1人及び前2号に規定する会社が他の会社を支配している場合における当該他の会社

4. 前3号に規定する会社が2以上ある場合には、その2以上の会社は相互に資本面に深い関係があるものとみなす

1. 一方の会社の役員（会社法施行規則第2条第3項第3号に規定する役員のうち、注5に掲げる者をいう。以下
 同じ。）が、他の会社等の役員を現に兼ねている場合

2. 外国籍会社

資本面に深い関係
（法人税法施行令
 第4条第2項、
 第4項）

人事面に深い関係

許可番号（業者コード）

商号又は名称

代表者職・氏名

 佐賀県入札参加資格を申請する他の法人に、資本又は人事面に深い関係のある建設業又は建設関連業を営む会社（同
族会社）がある場合は、下記要領によりご記載ください。
 なお、同族会社がない場合は「なし」とご記載ください。
 調査票作成日以降に同族会社があることとなった場合は、改めてこの調査票をご提出ください。
 本票の提出がないまま同族会社の関係性にある建設業又は建設関連業を営む会社が同一の入札に参加したこと等が確
認された場合、未提出の理由如何にかかわらず、契約の解除や指名停止措置の対象となる場合があります。

出資状況等に関する調査票

同族会社がない場合も

提出必須です。

記入漏れを防ぐため、あらかじめ

「なし」と表示しています。

同族会社がある場合は、削除して

会社名を記入してください。



〔役員についての注記〕
注1
注2
注3

注4

注5

株式会社には、有限会社（会社法施行後は「特例有限会社」という。）を含む。
委員会設置会社とは、主に大企業で導入されている取締役会の中に指名委員会、監査委員会及び報酬委員会を置く株式会社のこと。
持分会社とは、有限責任社員及び無限責任社員の中から業務を執行する社員を定款で定めることができる合名会社、合資会社及び合同会
社の総称のこと。
法人格のある各種の組合等とは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律に基づく一般社団法人（又は一般財団法人）（特例民
法法人や公益社団法人（又は公益財団法人）を含む。）、中小企業等協同組合法に基づく協同組合、中小企業団体の組織に関する法
律に基づく協業組合等の特別法に基づく法人のこと。

1) 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。
 イ 会社法第2条第11号の2に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役
 ロ 会社法第2条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役
 ハ 会社法第2条第15号に規定する社外取締役
 ニ 会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされている取締役
2) 会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社の執行役
3) 会社法第575条第1項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の社員（同法第590条第1項に
 規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされている社員を除く。）
4) 組合の理事
5) その他業務を執行する者であって、1)から4)までに掲げる者に準ずる者
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（種類）

商号又は名称

学校の種類 専攻学科 名称 取得年月日

1 坂の上 狂四郎 /  / 基準点・境界打設・平面測量・
ドローン空撮・道路設計・  年 月

2 /  /  年 月

3 /  /  年 月

4 /  /  年 月

5 /  /  年 月

6 /  /  年 月

7 /  /  年 月

8 /  /  年 月

9 /  /  年 月

10 /  /  年 月

11 /  /  年 月

12 /  /  年 月

13 /  /  年 月

14 /  /  年 月

15 /  /  年 月

16 /  /  年 月

〔記載要領〕

3 「法令による免許等」欄には、業務に関し法律または命令による免許または技術もしくは技能の認定を受けたものを記載すること。
 （例：○○建築士、○○土木施工管理技士）
4 「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種および地位を記載すること。
5 「部門」の欄には、実務経歴に係る部門を記載すること。（例：測量、道路、下水道）

技術者経歴書

新・日本一コンサルタント株式会社

実務経験
年月数

法令による免許等
氏名

最終学歴
実務経歴 部門

1 本表は、土木、建築もしくは設備または職種の各別に作成すること。
 また、氏名の記載は、営業所（本店または支店もしくは常時契約を締結する事務所）ごとにまとめて行い、その直前に（ ）書きで
 当該営業所名を記載すること。
2 「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載すること。
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（登録業種区分）

商号又は名称
※下記記載要領を確認の上作成してください。

着工年月

完成（予定）年月
   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

   年  月

〔記載要領〕

実績調書

新・日本一コンサルタント株式会社

件名 対象の規模等

3 「元請下請区分」については、元請または下請と記載すること。
4 下請については、「注文者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。
5 「測量等対象の規模等」の欄には、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。

元請
下請
区分

業務履行場所
の都道府県名

1 本表は、登録を受けた業種の各別またはその他の営業の種類の各別に作成すること。
2 本表は、直前1年間の主な完成業務及び直前1年間に着手した主な未完成業務について記載すること。

6 「請負金額」は、消費税込みの金額を記載すること。

注文者
請負金額
（千円）


